
1,853億円

1,895億円

一般
会計 歳入

一般
会計 （目的別）歳出

地方消費税交付金等
137億円（7.2％）

国・都支出金
563億円（29.7％）

特別区交付金
463億円（24.4％）

　　　　特別区税
382億円（20.1％）
特別区民税、特別区たばこ税、
軽自動車税の３税

その他
287億円（15.2％）

特別区債
63億円（3.3％）

の使いみち

子ども教育費
607億円（32.8％）

総務費
164億円（8.9％）

都市基盤費
79億円（4.2％）

区民費
140億円（7.5％）

☆歳出決算額1,853億円を１万円に換算するとこうなります（目的別）

まちづくり推進費
182億円（9.8％）

環境費
58億円（3.1％）

地域支えあい推進費
92億円（5.0％）

議会費
9億円（0.5％）

公債費
67億円（3.6％）

企画費
8億円（0.4％）

その他
103億円（5.6％）

健康福祉費
344億円（18.5％）

① 万
円

　区は、保健・福祉・防災・教育など、区民のみなさまのくらしに身近で、しかも個人ではできないような、地域社会に
共通する仕事を行っています。そのためにかかる費用の多くは、税金として区民のみなさまに分担していただくこと
になります。　
　中野区の令和6年度決算の一般会計歳入は約1,895億円。このうち、特別区税は約382億円で、およそ20.1％を
占めています。また、同一般会計歳出の総額を１万円に換算した場合の主な使いみちは、次の図のとおりです。
※数値は表示単位未満で四捨五入しています。このため、表示された数値から算出する値と、合計値等が異なる場
合があります。

みんなのくらしと税金

議会費
議会の活動、議会中
継などに

環境費

子ども教育費
子育て支援や保育園・
幼稚園、小・中学校、
図書館の運営などに

地球温暖化防止対
策、清掃事業やリサ
イクルの推進などに

まちづくり推進費
中野駅周辺や西武新
宿線沿線のまちづく
り、防災まちづくりの
推進などに

3,277円

その他47円313円

984円

558円
財政調整基金や減
債基金への積立の
ためなどに

公債費 361円
区債の返済に
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基金 積立

○
○
委
員
会

○
○
委
員
会

○
○
委
員
会

区民費 754円
戸籍・住民基本台帳
に関する事務、国民
健康保険・区税に関
する事務、産業振興、
文化振興・多文化共
生の推進などに

企画費
中野区の政策の企画・
調整、区報発行などに

42円都市基盤費 425円
道路・河川の整備、
公園の整備や建築
確認・審査などに

総務費
区役所庁舎の維持
管理、災害対策の
強化・推進、庁内シ
ステムの維持管理
などに

888円健康福祉費 1,855円
保健所の仕事や区
民健診、障害のある
方への援助、生活保
護、スポーツ施設の
運営などに

地域支えあい推進費
地域活動や高齢者へ
の支援、すこやか福
祉センターや区民活
動センターの運営な
どに

498円



申告から納税　　までのながれ
普通徴収（個人で納める方法）

①  所得税の確定申告（納税）

特別徴収（給与天引きで納める方法）

２月16日～３月15日に申告
（令和8年は2月16日～3月16日）

（確定申告をしない方が行います）
２月16日～３月15日に申告

（令和8年は2月16日～3月16日）

６月上旬に本人あてに発送

納
付（
入
）

いずれかを行います

自営業の方など

お勤めの方など確
定
申
告
書
の
写
し

①  住民税の申告

②  納税通知書

③  納付

（原則として６・８・10月と翌年１月の末日）

※納付方法について詳しくは26頁を

ご覧ください。

区役所

１ 所得税の確定申告

医療費控除など確定申告をする
必要のある方のみが行います

１月末日までに提出

そ
の
年
の
６
月
〜
翌
年
の

５
月
の
給
与
か
ら
天
引
き

５
月
末
日
ま
で
に

本
人
に
渡
す

５月中旬に会社あてに通知

金融機関
など

勤務先

税務署

１ 給与支払報告書

３
税
額
通
知
書

４
給
与
か
ら
税
額
相
当
分
を
天
引
き

２ 税額通知書

５ 納入
（各月

分を翌
月10日

までに
）

ＢＡＮＫ
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年金所得の分は、年金保険者（日本年金機
構など）が年金支払の際住民税を差し引い
て（天引き）納めます。
（6頁、26頁をご覧ください）



年金特別徴収
　　（公的年金から天引きで納める方法）

年金特別徴収者の依頼・決定

65歳以上の年金受給者の方

区役所 日本年金機構
各共済組合

１ 公的年金等支払報告書
　１月末日までに提出

２ 税額決定納税通知書
　６月上旬に本人あてに発送

４ 納　入
　（各支払月の翌月10日までに）

３ 公的年金から税額
　 相当分を天引き
　　年金支払月（偶数月）に
　　天引き
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